
第74回定時株主総会招集ご通知に際しての
イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 事 項

連結計算書類の連結注記表
計算書類の個別注記表

（2020年４月１日から2021年３月31日まで）

上記の事項は、法令及び当社定款第18条の規定に基づき、インターネッ
ト上の当社ウェブサイト（アドレス　http://www.tomitaj.co.jp/
invest/meeting.html）に掲載することにより株主の皆様に提供しており
ます。

表紙



連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

⑴　連結の範囲に関する事項
　　連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　　　13社
・主要な連結子会社の名称　　　　TOMITA U.S.A.,INC.

TOMITA CANADA,INC.
TOMITA MEXICO,S.DE R.L.DE C.V.
TOMITA U.K.,LTD.
TOMITA ASIA CO.,LTD.
TOMITA ENGINEERING (THAILAND) CO.,LTD.
広州富田貿易有限公司
PT.TOMITA INDONESIA
VIETNAM TOMITA CO.,LTD.
TOMITA INDIA PVT.LTD.

⑵　連結子会社の事業年度等に関する事項
  連結子会社TOMITA U.S.A. , INC.、TOMITA CANADA,INC.、TOMITA 
MEXICO,S.DE R.L.DE C.V.、TOMITA U.K.,LTD.、TOMITA ASIA CO.,LTD.、
TOMITA ENGINEERING (THAILAND) CO.,LTD.、広州富田貿易有限公司、
PT.TOMITA INDONESIA、VIETNAM TOMITA CO.,LTD.及びその他１社の決算日は、
12月31日であります。
  連結計算書類の作成にあたっては、同決算日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に
生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。なお、その他の連結子
会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

⑶　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．その他有価証券
　　・時価のあるもの　　　　　連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移
動平均法により算定）

　　・時価のないもの　　　　　移動平均法による原価法
ロ．デリバティブ取引　　　　　　時価法
ハ．たな卸資産　　　　　　　　　主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
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②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産（リース資産を除く）

主として定率法
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附
属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した
建物附属設備及び構築物については、定額法を採用し
ております。
なお、主な耐用年数は、次のとおりであります。
　建物及び構築物　　　　　　　　２～50年
　その他（工具、器具及び備品）　３～20年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）
定額法
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内にお
ける利用可能期間（５年）に基づいております。

ハ．リース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額
法を採用しております。

ニ．投資建物等（リース資産を除く）
定率法
ただし、提出会社が1998年４月１日以降に取得した建
物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降
に取得した建物附属設備及び構築物については、定額
法を採用しております。
なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。
　投資その他の資産（その他）　８～50年

③　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金　　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権及び破産更生債
権等については個別に回収可能性を勘案し、回収不能
見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金　　　　　　　　　従業員賞与の支払いに備えるため、支給見込額に基づ
き計上しております。

ハ．役員賞与引当金　　　　　　　役員賞与の支出に備えるため、当連結会計年度におけ
る支給見込額に基づき計上しております。

ニ．役員退職慰労引当金　　　　　役員に対する退職慰労金の支出に備えるため、支給内
規に基づく金額を役員退職慰労引当金として計上して
おります。
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④　退職給付に係る会計処理の方法
退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職
給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とす
る方法を用いた簡便法を適用しております。

⑤　重要な外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場に
より円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお
ります。なお、在外子会社等の資産及び負債は、決算
日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用
は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資
産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分
に含めて計上しております。

⑥　重要なヘッジ会計の方法
イ．ヘッジ会計の方法　　　　　　為替予約、通貨オプション及び通貨スワップ取引につ

いては、原則的処理方法を採用しております。
ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象　　　ヘッジ手段……為替予約、通貨オプション、通貨スワ

ップ
ヘッジ対象……外貨建売掛金、外貨建買掛金、外貨建

予定取引
予定取引は、取引予定時期、取引予定物件、取引予定
量及び取引予定価格等の主要な取引条件が合理的に予
測可能であり、かつ、それが実行される可能性が極め
て高い取引について、ヘッジ対象として認識しており
ます｡

ハ．ヘッジ方針　　　　　　　　　主として為替変動リスクをヘッジしております｡
ニ．ヘッジ有効性評価の方法　　　ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の

累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評
価しております｡

⑦　その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理　　　　　　税抜方式を採用しております。

２．表示方法の変更に関する注記
（連結損益計算書）

　前連結会計年度において、独立掲記しておりました「営業外費用」の「債権売却損」(当
連結会計年度は、178千円)は、当連結会計年度において、重要性が乏しくなったため、
「営業外費用」の「その他」に含めて表示しております。
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（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）
　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年3月31日）
を当連結会計年度の年度末に係る連結計算書類から適用し、連結計算書類に重要な会計上
の見積りに関する注記を記載しております。

３．会計上の見積りに関する注記
繰延税金資産　15,741千円
　繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額によって見
積っております。
　当連結会計年度につきましては、新型コロナウイルスの世界的な感染拡大による事業活動
への影響は依然として不透明であるものの、現時点で入手可能な情報に基づき業績を予想
し、繰延税金資産を見積もっております。当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動な
どによって影響を受ける可能性があり、実際に発生した課税所得の時期及び金額が見積りと
異なった場合、翌連結会計年度の連結計算書類において、繰延税金資産の金額に重要な影響
を与える可能性があります。
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４．連結貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産
投資有価証券 89,280千円

計 89,280千円
②　担保に係る債務

支払手形及び買掛金 17,703千円
計 17,703千円

⑵　有形固定資産の減価償却累計額 753,558千円
　　投資その他の資産の減価償却累計額 188,667千円

⑶　土地の再評価
当社は、「土地の再評価に関する法律」(1998年３月31日公布法律第34号)に基づき、事
業用の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再
評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価
差額金」として純資産の部に計上しております。

・再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（1998
年３月31日公布政令第119号）第２条第
３号に定める固定資産税評価額に基づい
て算定しております。

・再評価を行った年月日 2002年３月31日
・再評価を行った土地の当連結会計年度末に
　おける時価と再評価後の帳簿価額との差額 719,376千円
・上記差額のうち賃貸等不動産に係るもの 786,880千円
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５．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　6,158,000株

⑵　剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等

決 議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１ 株 当 た り
配 当 額 ( 円 ) 基 準 日 効 力 発 生 日

2020年６月26日
定 時 株 主 総 会 普通株式 119,262 23.00 2020年３月31日 2020年６月29日

　　②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度にな
　　るもの

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2021年６月29日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 57,038 11.00 2021年３月31日 2021年６月30日

６．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。デリバティブ
は、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であり
ます。

②　金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である受取手形及び売掛金並びに電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒され
ております。また、海外で事業を行うにあたり生じる外貨建ての営業債権は、為替の変動
リスクに晒されておりますが、原則として先物為替予約を利用してヘッジしております。
　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスク
に晒されております。
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　営業債務である支払手形及び買掛金並びに電子記録債務は、そのほとんどが180日以内
の支払期日であります。
　借入金は、主に運転資金の調達を目的としたものであり、返済日は最長で決算日後１年
内であります。
　デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目
的とした先物為替予約取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対
象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、連結計算書類作成のための基
本となる重要な事項に関する注記「（3）会計方針に関する事項　⑥重要なヘッジ会計の
方法」をご参照下さい。

③　金融商品に係るリスク管理体制
・信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、債権管理規程に従い、営業債権について各営業部の管理責任者が、取引相手
ごとに期日及び残高を管理するとともに財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握
や軽減を図っております。連結子会社についても、当社と同様の管理を行っております。
　デリバティブ取引については、契約先をいずれも信用度の高い銀行に限定しているた
め、信用リスクはほとんどないと認識しております。

・市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　当社は、外貨建ての営業債権について、通貨別月別に把握された為替の変動リスクに
対して、原則として先物為替予約を利用してヘッジしております。
　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握
しております。
　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた管理
規程に従っております。

・資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新すると
ともに、手許流動性の維持等により流動性リスクを管理しております。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に
算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでい
るため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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⑵　金融商品の時価等に関する事項
　2021年３月31日（当連結会計年度の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価
及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて
困難と認められるものは含まれておりません（（注）２.参照）。

連結貸借対照表計上額(千円) 時 価 ( 千 円 ) 差 額 ( 千 円 )

⑴ 現 金 及 び 預 金 5,311,280 5,311,280 －

⑵ 受 取 手 形 及 び 売 掛 金 3,910,501 3,910,501 －

⑶ 電 子 記 録 債 権 904,406 904,406 －

⑷ 投 資 有 価 証 券

そ の 他 有 価 証 券 2,341,101 2,341,101 －

資 産 計 12,467,290 12,467,290 －

⑴ 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 2,768,687 2,768,687 －

⑵ 電 子 記 録 債 務 1,230,455 1,230,455 －

⑶ 短 期 借 入 金 ( ＊ １ ） 247,286 247,286 －

⑷ 未 払 法 人 税 等 13,173 13,173 －

⑸ 長 期 借 入 金 ( ＊ １ ） 69,939 69,944 4

負 債 計 4,329,541 4,329,546 4

　デリバティブ取引(＊２） △3,270 △3,270 －

（＊１）１年内返済予定の長期借入金49,980千円は⑸　長期借入金に含めております。
（＊２）デリバティブ取引によって生じた正味の債権を表示しており、合計で正味の債務となる

項目については△で表示しております。

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資産
⑴　現金及び預金、⑵　受取手形及び売掛金、⑶　電子記録債権

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していること
から、当該帳簿価額によっております。

⑷　投資有価証券
　これらの時価については、株式は取引所の価額によっております。

負債
⑴　支払手形及び買掛金、⑵　電子記録債務、⑶　短期借入金、⑷　未払法人税等

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していること
から、当該帳簿価額によっております。
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⑸　長期借入金
　借入金の時価については、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定
される利率で割り引いて算定する方法によっております。

デリバティブ取引
　取引先金融機関等から提示された価格等によっております。

　　２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
区 分 連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額 ( 千 円 )

非 上 場 株 式 48,161
　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められ
ることから、「⑷　投資有価証券」には含めておりません。

７．賃貸等不動産に関する注記
　当社では、東京都その他の地域において、賃貸用の建物（土地を含む）を有しております。
2021年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は40,604千円（賃貸収益は営業
外収益に、主な賃貸費用は営業外費用に計上）であります。
　また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりで
あります。

連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額 （ 千 円 ） 当連結会計年度末の時価
（千円）当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

821,394 △1,502 819,891 1,060,260

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失を控除した金額
であります。

２．当連結会計年度末の時価は、主要な賃貸等不動産については「不動産鑑定評価基準」
に基づいて算定し、その他の重要性が乏しいものについては、一定の評価額や適切に
市場価格を反映していると考えられる指標に基づく金額であります。

８．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 1,813円52銭

⑵　１株当たり当期純利益 61円16銭

９．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　資産の評価基準及び評価方法
①　子会社株式　　　　　　　　　　移動平均法による原価法
②　その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　　事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額
は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平
均法により算定）

・時価のないもの　　　　　　　　移動平均法による原価法
③　デリバティブ　　　　　　　　　時価法
④　たな卸資産　　　　　　　　　　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
⑵　固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）
定率法
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附
属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した
建物附属設備及び構築物については、定額法を採用し
ております。
なお、主な耐用年数は、次のとおりであります。
　建物　　　　　　　　３～50年
　構築物　　　　　　　10～20年
　工具、器具及び備品　３～20年

②　無形固定資産（リース資産を除く）
定額法
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内にお
ける利用可能期間（５年）に基づいております。

③　リース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額
法を採用しております。

④　投資建物等（リース資産を除く）
定率法
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附
属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した
建物附属設備及び構築物については、定額法を採用し
ております。
なお、主な耐用年数は、次のとおりであります。
　投資建物等　８～50年
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⑶　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により
円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま
す。

⑷　引当金の計上基準
①　貸倒引当金　　　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権及び破産更生債
権等については個別に回収可能性を勘案し、回収不能
見込額を計上しております。

②　賞与引当金　　　　　　　　　　従業員賞与の支払いに備えるため、支給見込額に基づ
き計上しております。

③　役員賞与引当金　　　　　　　　役員賞与の支出に備えるため、当事業年度における支
給見込額に基づき計上しております。

④　役員退職慰労引当金　　　　　　役員に対する退職慰労金の支出に備えるため、支給内
規に基づく金額を役員退職慰労引当金として計上して
おります。

⑸　重要なヘッジ会計の方法
①　ヘッジ会計の方法　　　　　　　為替予約、通貨オプション及び通貨スワップ取引につ

いては、原則的処理方法を採用しております。
②　ヘッジ手段とヘッジ対象　　　　ヘッジ手段……為替予約、通貨オプション、通貨スワ

ップ
ヘッジ対象……外貨建売掛金、外貨建買掛金、外貨建

予定取引
予定取引は、取引予定時期、取引予定物件、取引予定
量及び取引予定価格等の主要な取引条件が合理的に予
測可能であり、かつ、それが実行される可能性が極め
て高い取引について、ヘッジ対象として認識しており
ます｡

③　ヘッジ方針　　　　　　　　　　主として為替変動リスクをヘッジしております｡
④　ヘッジ有効性評価の方法　　　　ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の

累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評
価しております｡

⑹　その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理　　　　　　　税抜方式を採用しております。
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２.　表示方法の変更に関する注記
（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用」に関する注記につきましては、連結
注記表２．表示方法の変更に関する注記に同一の内容を記載しておりますので、注記を省
略しております。

３．会計上の見積りに関する注記
　当事業年度に係る計算書類に計上した繰延税金資産につきましては、個別注記表　７.税
効果会計に関する注記に記載しております。またそのほかの注記につきましては、連結注
記表３．会計上の見積りに関する注記に同一の内容を記載しておりますので、注記を省略
しております。
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４．貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産
投資有価証券 89,280千円

計 89,280千円
②　担保に係る債務

買掛金 17,703千円
計 17,703千円

⑵　有形固定資産の減価償却累計額 566,465千円
　　投資その他の資産の減価償却累計額 188,667千円

⑶　関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。
①　短期金銭債権 582,666千円
②　短期金銭債務 14,424千円

⑷　保証債務
次の関係会社の債務に対し債務保証を行っております。

ＶＩＥＴＮＡＭ　ＴＯＭＩＴＡ　ＣＯ．，ＬＴＤ． 5,672千円
計 5,672千円

⑸　土地の再評価
　　当社は、「土地の再評価に関する法律」(1998年３月31日公布法律第34号)に基づき、事

業用の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再
評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価
差額金」として純資産の部に計上しております。
・再評価の方法　　　　　　　　　　　　　土地の再評価に関する法律施行令（1998年３

月31日公布政令第119号）第２条第３号に定
める固定資産税評価額に基づいて算定してお
ります。

・再評価を行った年月日 2002年３月31日
・再評価を行った土地の当事業年度末に
　おける時価と再評価後の帳簿価額との差額 719,376千円
・上記差額のうち賃貸不動産に係るもの 786,880千円
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５．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
⑴　売上高 2,304,146千円
⑵　仕入高 96,876千円
⑶　営業取引以外の取引高 65,443千円

６．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数
　普通株式　　972,686株

７．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
貸倒引当金 4,331千円
賞与引当金 17,453千円
役員退職慰労引当金 76,854千円
会員権償却 5,297千円
減損損失 7,669千円
減損に伴う土地再評価取崩額 11,763千円
その他 34,870千円
小計 158,239千円
評価性引当額 △133,632千円
繰延税金資産合計 24,607千円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △569,610千円
繰延税金負債合計 △569,610千円

繰延税金負債の純額 △545,003千円
上記のほか、土地再評価に係る繰延税金負債330,909千円を固定負債に計上しております。
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８．関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社等

種 類 会 社 等 の 名 称
議決権等の所有
（被所有）割合

（%）
関連当事者との関係 取引内容 取 引 金 額

（千円） 科 目 期 末 残 高
（千円）

子 会 社 ㈱ ﾄ ﾐ ﾀ ﾌ ｧ ﾐ ﾘ ｰ 所有
直接 100.0

当 社 所 有 ビ ル の 管 理
役 員 の 兼 任 あ り

不 動 産
賃 貸 費 用 17,590 － －

 取引条件及び取引条件の決定方針等
（注1）価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の

上で決定しております。
（注2）取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

９．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 1,472円78銭
⑵　１株当たり当期純利益 51円82銭

１０．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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